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  (証券コード6213)
  平成21年６月５日

株 主 各 位  

 大阪市淀川区宮原三丁目５番24号

 

 取締役社長 林  三 樹 雄

第86回定時株主総会招集ご通知 

拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。 

 さて、当社第86回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいま

すようご通知申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後

記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成21年６月25

日（木曜日）午後５時35分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
記 

１．日   時  平成21年６月26日（金曜日）午前10時 

２．場   所  大阪市淀川区西中島五丁目５番15号 

新大阪ワシントンホテルプラザ ２階 紅梅の間 

３．目 的 事 項 

報 告 事 項 １．第86期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算書

類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

２．第86期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）計算書類の内容報告の件 

決 議 事 項 

第１号議案 剰余金の処分の件 

第２号議案 定款一部変更の件 

第３号議案 取締役３名選任の件 

第４号議案 補欠監査役１名選任の件 

第５号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

以 上 
                                                 

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申

しあげます。 

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ

ト上の当社ウェブサイト（http://www.omltd.co.jp/）に掲載させていただきます。 
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（添付書類） 
 

事 業 報 告 

平成20年４月１日から 
平成21年３月31日まで 

 

１．企業集団の現況に関する事項 

（１) 事業の経過およびその成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、米国に端を発した世界的な金融危機が、実体経済に深刻な

影響を与え、世界同時不況の様相を呈しており、設備投資の凍結、雇用情勢、個人消費の悪化など急

速に冷え込む結果となりました。 

 当社グループが属する機械業界におきましても、市場が急速に悪化し、受注の減速は深刻な状況が

続いております。 

 このような状況のなか、当社グループは当期を２年目とする第三次中期経営計画（AGGRESSIVE－21

Ⅲ）に基づき＜変化させることへの迅速な挑戦＞をスローガンに、ユーザーニーズに対応した新製品

の開発、生産能力の増強による納期対応など、CS（顧客満足）を基盤とした事業展開を推進してまい

りました。 

 生産の状況につきましては、主力製品である中・大型の工作機械は、航空機、造船、重電など重厚

長大産業向けに好調を維持し、豊富な受注残を抱え高操業が続きました。 

 受注環境につきましては、期の後半に入り、比較的堅調であった、中・大型機械の市場も投資意欲

が減退し、一転厳しい局面を迎えました。 

 グループ企業は、内製化の推進と共に、工作機械業界や産業機械業界からの受注も堅調に推移しま

したが、期の後半に入り局面が変わり、売上・利益共、計画を達成することは出来ませんでした。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

【一般機械の製造販売事業】 

 自動機械部門は、販売面におきましては、間歇型カートナー及び連続型カートナー（小箱詰機）の

新製品を、医薬品業界をターゲットに、需要の伸びているジェネリックメーカーや製造受託メーカー

に拡販を図りました。また、日用品業界向けには、内需型ユーザーを中心に汎用ケーサーの新製品の

拡販などを行いました。 

 収益面におきましては、ムダ・ロスを省き、生産性を高めると共に、客先要望仕様を精査し、原価

管理を徹底するなど、収益構造の強化に取り組みました。 

 工作機械部門は、生産面では、工作機械の主力工場である長岡工場は、期を通して高い操業を保っ
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ており、物流改革などの生産性の向上に取り組みました。また、宍道事業所におきましては、機械加

工部門を、グループ企業へ事業譲渡し、事業体制の組み換えを行いました。これにより、宍道事業所

においては、小型立型旋盤の生産に特化するとともに、長岡工場を中・大型工作機械の専用工場とす

ることにより、両工場での生産の効率化を推進してまいりました。 

 期の後半において、当社の主力機種の中・大型立旋盤の販売先である航空機、重電、大型建機、風

力発電などの重厚長大産業にも設備投資に陰りが見え、受注環境は予想を上回る厳しい状況となりま

した。 

 次に海外販売の状況につきましては、コスト競争力の高い、海外戦略機種ＯＭ－10Ｖを開発し、Ｂ

ＲＩＣｓ、主に中国市場への販売に注力いたしましたが、急速に小型工作機械のニーズが減速し、当

初の成果を上げることが出来ませんでした。 

 グループ企業の状況は、加工、組立を中心にグループ企業間の内製化を進めました。 

【鋳造品の製造販売事業】 

 鋳造品の製造販売事業は、第３四半期より主に工作機械業界からの受注が大きく落ち込み、今後も

市場の回復が厳しいものと判断し、平成21年２月にグループ企業より加工部門の事業譲渡を受けると

共に、大幅な固定費削減に取り組むなど抜本的な事業構造の改善に取り組みました。 

 また、設備投資につきましては、二酸化炭素の排出の多いキュポラ設備を廃止し、新たに電気炉を

導入し、今後、益々厳しくなる環境問題に備えた設備投資を実施しております。 

【その他事業】 

 その他事業は、ガソリンスタンド、ゴルフ練習場等による収入を計上しました。 

 この結果、当連結会計年度の実績は、売上高170億２千１百万円（前年同期比2.3％増）、営業利益

39億５千５百万円（前年同期比3.6％増）、経常利益39億４千６百万円（前年同期比3.9％増）、当期

純利益22億７千６百万円（前年同期比0.0％増）となりました。 

 

企業集団の事業別売上高 

事 業 別 平 成 1 9 年 度 
（ 第  8 5  期 ） 

平成20年度(当連結会計年度) 
（ 第  8 6  期 ） 

 百万円 百万円

一 般 機 械 の 製 造 販 売 事 業 14,328 14,968 

鋳 造 品 の 製 造 販 売 事 業 1,952 1,728 

そ の 他 事 業 354 325 

合 計 16,635 17,021 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) ／ 2009/06/19 13:04 (2009/06/19 13:04) ／ wk_08538209_01_osxオーエム製作所様_招集_株主各位_P.doc 

4

（２) 設備投資等の状況 

 当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は８億１千万円であり、その主なもの

は、次のとおりであります。 

・当連結会計年度中に完成した主要設備 

当社（宍道工場、長岡工場） 工場事務所（一般機械の製造販売事業） 

・当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充 

オーエム金属工業株式会社  高周波電気炉（鋳造品の製造販売事業） 

 

（３) 資 金 調 達 の 状 況 

 特記すべき事項はありません。 

 

（４) 対 処 す べ き 課 題 

 次期の見通しにつきまして、世界的な景気後退局面において、景気は当面悪化が続くと予想され、

当社グループの経営環境も厳しい状況が続くものと思われます。このような状況を踏まえ、事業計画

を確実に達成すべく、重点課題に取り組んでまいります。 

①グループ企業連携の推進 

グループ企業の連携を推進し、グループ企業全体の経営資源の有効活用及び内製化の推進により、

生産量の確保と収益力の向上に取り組んでまいります。 

②製品開発及び品質管理の強化 

技術・研究開発につきましては、平成21年４月１日付で技術・開発部門を本社直轄の組織と改め、

自動機事業部と工機事業部を横断した組織とし、将来の糧となる新製品の開発に積極的に取り組

んでまいります。 

工作機械につきましては、立型NC旋盤の商品群を拡充し、コストパフォーマンスの高い立型旋盤

のシリーズ化を推進してまいります。自動包装機械につきましては、省エネ、省スペースをテー

マに開発を進めてまいります。 

品質管理につきましては、若年者への教育訓練を強化し、技術・技能の伝承に取り組むと共に、

生産現場の技能の底上げを図り品質の向上へ取り組んでまいります。 

③海外販売の強化 

コストパフォーマンスの高い立型NC旋盤Ｎｅｏ－ＥＸシリーズを拡充し、グローバルに営業展開

に取り組み、輸出売上高の拡大を目指します。 
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④コーポレート・ガバナンス体制の推進 

事業活動を行う上で法令遵守は第一と考えております。内部統制を推進し規程や制度の周知徹底

を図り、グループ企業全体でコーポレート・ガバナンス体制の強化に取り組んでまいります。 

 株主のみなさまには、今後とも引き続き一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。 

 

（５) 財産および損益の状況の推移 

年  度 
 
項  目 

平成17年度 
（第83期） 

平成18年度 
（第84期） 

平成19年度 
（第85期） 

平成20年度 
(当連結会計年度)

（第86期） 

売 上 高（百万円） 12,116 13,715 16,635 17,021 

経 常 利 益（百万円） 1,524 2,324 3,800 3,946 

当 期 純 利 益（百万円） 734 1,274 2,276 2,276 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 23円13銭 39円68銭 70円81銭 72円62銭 

総 資 産（百万円） 15,663 16,421 17,853 18,458 

純 資 産（百万円） 7,141 8,059 9,860 11,183 

（注）第84期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）

および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

 

（６) 重要な子会社の状況 

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容 

オ ー エ ム 金 属 工 業 株 式 会 社 30百万円 100％ 鋳造品の製造、販売・
機 械 部 品 の 加 工

オ ー エ ム 技 研 株 式 会 社 10 100 工 作 機 械 製 造 ・
産 業 機 械 製 造 販 売

オーエムエンジニアリング株式会社 10 100 機械部品の加工・機械組立

オ ム テ ッ ク 株 式 会 社 10 100 レ ジ ャ ー 関 連

（注）当社の出資比率には、間接保有分が含まれています。 
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（７) 主 要 な 事 業 内 容 

事 業 事 業 の 内 容 

一 般 機 械 の 製 造 販 売 事 業 ・自動機械、工作機械、産業機械の製造販売 
・機械部品の加工 

鋳 造 品 の 製 造 販 売 事 業 ・鋳造品の製造販売 

そ の 他 事 業 ・レジャー関連(ガソリンスタンド、ゴルフ練習場) 

 

（８) 主要な営業所および工場 

① 当社 

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地 

本 社 大阪市淀川区 宍 道 工 場 島根県松江市 

東 京 支 店 東京都台東区 長 岡 工 場 新潟県長岡市 

 

② 子会社 

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地 

オーエム金属工業株式会社 島根県松江市 オーエムエンジニアリング
株 式 会 社 新潟県長岡市 

オーエム技研株式会社 島根県松江市 オ ム テ ッ ク 株 式 会 社 新潟県長岡市 

 

（９) 従 業 員 の 状 況 

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減数 

397名 ２名増 

（注）従業員数には嘱託契約者および臨時従業員は含んでおりません。 

 

（10) 主 要 な 借 入 先 

 特記すべき事項はありません。 
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２．会社の株式に関する事項 

（１) 発行可能株式総数 88,000,000株 

（２) 発行済株式の総数 33,200,000株 

（３) 株   主   数 4,591名 

（４) 発行済株式の総数（自己株式を除く）の10分の１以上の数の株式を保有する株主 

当 社 へ の 出 資 状 況 
株 主 名 

持 株 数 出 資 比 率 

大 和 紡 績 株 式 会 社 8,969千株 28.2％ 

（注）出資比率は自己株式（1,439,193株）を控除して計算しております。 

 

３．会社の新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

４．会社役員に関する事項 

（１) 取締役および監査役の氏名等 

会社における地位 氏 名 担当および他の法人等の代表状況等 

取締役社長（代表取締役） 林    三 樹 雄  

常務取締役（代表取締役） 山 村 英 司 事 業 本 部 長 

取 締 役 山 本 哲 男  

取 締 役 冨 江  登 経 営 企 画 管 理 部 担 当 

取 締 役 若 月  博 副 事 業 本 部 長 兼 工 機 事 業 部 長 

常 勤 監 査 役 品 田 邦 夫  

監 査 役 菅 野  肇 大 和 紡 績 株 式 会 社 取 締 役 社 長 

監 査 役 吉  本  隆 太 郎  

（注）１．監査役菅野 肇氏および監査役吉本隆太郎氏は、社外監査役であります。 

２．平成20年６月27日開催の第85回定時株主総会終結の時をもって、監査役大西 孝、武藤治太、熊本 寛の３

氏は辞任により退任いたしました。 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8) ／ 2009/06/19 13:04 (2009/06/19 13:04) ／ wk_08538209_01_osxオーエム製作所様_招集_株主各位_P.doc 

8

（２) 取締役および監査役の報酬等の額 

① 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額 

区 分 支 給 人 員 支 給 額 

取 締 役 6名 120百万円 

監 査 役 
（う ち 社 外 監 査 役） 

6 
（ 4） 

27 
( 8) 

合 計 12 147 

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２．上記支給額には、当事業年度の役員退職慰労引当金計上分が含まれております。 

 
② 当事業年度において取締役および監査役が受けた退職慰労金の額 

取締役 １名 ７百万円 
監査役 ３名 20百万円（うち社外監査役 ２名 15百万円） 

各金額には、過年度および当事業年度の役員退職慰労引当金計上分（取締役分７百万円、監査役
分18百万円（うち社外監査役分14百万円））が含まれております。 

 
（３) 社外役員に関する事項 

① 他の会社の業務執行取締役等および社外役員の兼任状況 

 他 の 会 社 の 兼 任 状 況 

監 査 役 菅 野  肇 大和紡績株式会社 取締役社長 

（注）大和紡績株式会社は、当社の議決権の28.4％を保有しています。 

 

② 当事業年度における主な活動状況 
取締役会および監査役会への出席状況 

取締役会（18回開催） 監査役会（４回開催） 
 

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率 

監 査 役 菅 野  肇 14回 78％ 4回 100％ 

監 査 役 吉  本  隆 太 郎 18 100 4 100 

 
取締役会および監査役会における発言状況 
 監査役菅野 肇、吉本隆太郎の両氏は、取締役会および監査役会において、菅野 肇氏は、経
営者としての観点から、吉本隆太郎氏は、財務および会計の観点からそれぞれ発言を行っており
ます。 



 

－  － 
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５．会計監査人の状況 

（１) 会計監査人の名称  新日本有限責任監査法人 

（注）新日本監査法人は、平成20年７月１日付で有限責任監査法人に移行したことにより新日本有限責任監査法人と

なっております。 

 

（２) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 支 払 額 

公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 30百万円 

当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 

31 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等

の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計

額を記載しております。 

 

（３) 非監査業務の内容 

 当社は、財務報告に係る内部統制システムの構築にあたり、新日本有限責任監査法人よりコンサル

ティング業務を平成20年６月まで受けておりました。 

 

（４) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 監査役会は、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した場合および公序良俗に

反する行為があったと判断した場合、その事実に基づき当該会計監査人の解任または不再任の検討を

行い、解任または不再任が妥当と判断した場合には、取締役会に、会計監査人の解任または不再任を

株主総会の会議の目的とすることを請求します。取締役会は、その請求に基づいて、審議の上、会計

監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的といたします。 

 



 

－  － 
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６．会社の体制および方針 

（１) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確

保するための体制 

① 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

ア．経営理念、行動指針、企業行動基準を定め、必要に応じ外部の専門家を起用し、法令定款違反

行為を未然に防止する。取締役が他の取締役の法令定款違反行為を発見した場合は、直ちに監

査役および取締役会に報告するなどガバナンス体制を強化する。 

イ．コンプライアンス体制の基礎として、企業行動基準および関連する社内規程（安全保障輸出管

理規程、内部通報運用規程）を定める。経営企画管理部が、コンプライアンス体制の整備およ

び維持を図ることとし、必要に応じて各担当部署にて、教育・研修の実施を行うものとする。 

ウ．法令違反その他のコンプライアンスに関する事実について、社内通報システムを整備し、社内

の内部通報運用規程に基づきその運用を行うこととする。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

ア．取締役の職務の執行に係る情報については、社内規程に基づき、その保存媒体に応じて適切か

つ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じて10年間は閲覧可能な状態

を維持する。（株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書、取締役会規則、普通稟議規程等） 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ア．当社は、当社の業務執行に係るリスクとして、以下(ア)から(ウ)のリスクを認識し、その把握

と管理、個々のリスクにおける事業の継続を確保するための体制を整備する。 

（ア) 地震、洪水、事故、火災等の災害により重大な損失を被るリスク 

（イ) 役員・使用人の不適正な業務執行により生産・販売活動等に重大な支障を生じるリスク 

（ウ) その他、取締役会が極めて重大と判断するリスク（例えば、外国為替法等に基づく輸出管

理、当社の受注生産に大きく影響を与える景気変動等） 

イ．リスク管理体制の基礎として、危機管理規程を定め、個々のリスクについての管理規程を整備

し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。不測の事態が発生した場合には、社長を本部

長とする対策本部を設置し、必要に応じて現地対策本部の設置および外部の専門家を起用し迅

速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整える。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

ア．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、原則取締役

会を月２回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針

および経営戦略に関わる重要事項については、役付取締役によって構成される経営会議におい

て論議を行い、その審議を経て取締役会で執行決定を行うものとする。 



 

－  － 
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イ．取締役会の決定に基づく業務執行については、職務分掌規程において、それぞれの責任者およ

びその責任、執行手続の詳細について定めることとする。 

⑤ 当該株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制 

ア．グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ企業全てに適用する行動指針とし

て、グループ企業行動基準を定め、これを基礎として、グループ各社で諸規程を定めるものと

する。 

経営管理については、中期３カ年計画を策定し、当社への決裁・報告制度による子会社経営の

管理を行うものとし、必要に応じてモニタリングを行うものとする。 

取締役は、グループ会社において、法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事項を発

見した場合には、監査役に報告するものとする。 

イ．子会社は、当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他、コンプライアンス上

問題があると認めた場合には、監査役に報告するものとする。監査役は意見を述べるとともに、

改善策の策定を求めることができるものとする。 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

ア．監査役が職務を補助すべき使用人を必要とする場合は、当社の使用人から監査役補助者を任命

することとする。 

イ．監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定に

ついては、監査役会の同意を得た上で、取締役会が決定することとし、取締役からの独立を確

保するものとする。 

ウ．監査役補助者は、業務の執行にかかわる役職を兼務しないこととする。 

⑦ 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

ア．取締役は、取締役会等の重要な会議において随時その担当する業務の執行状況の報告を行うも

のとする。また取締役および使用人は、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項につ

いて、監査役に都度報告するものとする。 

イ．前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役および使用人に対して報告を求める

ことができることとする。 

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

ア．監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士・公認会計士等外部の専門家を起

用し、監査業務に関する助言を受ける機会を得ることができることとする。 



 

－  － 
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（２) 株式会社の支配に関する基本方針 

 当社は、生産設備と技術サービスの提供を通じて顧客・社会に貢献できる企業を目指し、中期経営

計画（AGGRESSIVE-21）により業績の安定と事業規模の拡大を図り、企業価値および株主共同の利益

の向上に取り組んでいます。 

 

第三次中期経営計画（AGGRESSIVE-21Ⅲ）－平成19年４月～平成22年３月 

■ビジョン 

景気変動に影響されない事業構造への転換とオーエムグループの総合力を発揮し、事業規模の拡

大を目指します。 

■行動指針 

「創造する」ことを重要なファクターと捉え、「変化させることへの迅速な挑戦」を社員の行動

指針とします。 

■基本方針 

・競争力のある製品の開発とコストダウンを図り、収益力を高めます。 

・グループ企業の技術力を結集し、次世代に向けた事業開発に取り組みます。 

 

（３) 剰余金の配当等の決定に関する方針 

 当社の利益配分につきましては、配当の維持・向上ならびに内部留保の充実を総合的に勘案し、実

施いたします。 

 剰余金の配当につきましては、当期の業績を基本とし、連結配当性向20％を目処に、25％を目標と

して継続的に実施してまいります。 

 内部留保につきましては、新規事業の開発・育成に重点的に投資するとともに、中長期的な成長の

ための積極的な設備投資、研究開発に有効活用し、企業価値の向上に取り組みます。 

 

 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表 

（平成21年３月31日現在） 

（単位：千円）
 科 目 金 額 科 目 金 額 

（資 産 の 部） (18,458,351) （負 債 の 部） (7,274,890) 

流 動 負 債 7,038,663 

支払手形及び買掛金 2,663,141 

短 期 借 入 金 1,765,000 

リ ー ス 債 務 13,700 

未 払 法 人 税 等 701,693 

未 払 費 用 223,205 

賞 与 引 当 金 408,608 

製 品 保 証 引 当 金 76,000 

そ の 他 1,187,314 

固 定 負 債 236,227 

リ ー ス 債 務 42,402 

退 職 給 付 引 当 金 86,380 

役員退職慰労引当金 69,550 

そ の 他 37,894 

負 債 合 計 7,274,890 

（純 資 産 の 部） (11,183,460) 

株 主 資 本 11,097,666 

資 本 金 1,660,000 

資 本 剰 余 金 301,416 

利 益 剰 余 金 9,610,717 

自 己 株 式 △ 474,467 

評価・換算差額等 85,793 

その他有価証券評価差額金 88,349 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △  2,555 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

敷 金 及 び 保 証 金 

長 期 預 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

14,147,494 

6,854,740 

4,796,916 

353,741 

1,640,181 

116,122 

360,265 

43,360 

△  17,834 

4,310,856 

3,191,162 

1,475,260 

778,435 

520,712 

53,431 

283,193 

80,130 

33,946 

28,427 

5,519 

1,085,747 

555,508 

94,956 

92,667 

300,000 

45,300 

△  2,685 純 資 産 合 計 11,183,460 

資 産 合 計 18,458,351 負 債 ・ 純 資 産 合 計 18,458,351 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書 

平成20年４月１日から 
平成21年３月31日まで 

（単位：千円）
 科 目 金 額 

売 上 高 17,021,764 

売 上 原 価 10,898,458 

売 上 総 利 益 6,123,306 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,167,350 

営 業 利 益 3,955,955 

営 業 外 収 益 49,948 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 23,621 

作 業 屑 売 却 益 8,590 

技 術 指 導 料 6,467 

そ の 他 11,268 

営 業 外 費 用 59,284 

支 払 利 息 31,974 

長 期 前 払 費 用 償 却 8,667 

そ の 他 18,643 

経 常 利 益 3,946,619 

特 別 利 益 13,498 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 8,998 

そ の 他 4,500 

特 別 損 失 111,810 

固 定 資 産 除 却 損 54,938 

リ ー ス 解 約 損 27,785 

事 業 構 造 改 善 費 用 12,835 

減 損 損 失 12,751 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,999 

そ の 他 500 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,848,307 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,560,434 

法 人 税 等 調 整 額 11,272 

当 期 純 利 益 2,276,600 



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 

平成20年４月１日から 
平成21年３月31日まで 

（単位：千円）
 株 主 資 本 
 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 2 0 年 ３ 月 3 1 日  残 高 1,660,000 302,933 7,834,095 △ 129,883 9,667,144

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △ 482,174 △ 482,174

当 期 純 利 益 2,276,600 2,276,600

自 己 株 式 の 取 得  △1,003,903 △1,003,903

自 己 株 式 の 処 分 △  1,516 △  17,803 659,320 640,000

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

 －

連結会計年度中の変動額合計 － △  1,516 1,776,622 △ 344,583 1,430,522

平 成 2 1 年 ３ 月 3 1 日  残 高 1,660,000 301,416 9,610,717 △ 474,467 11,097,666

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等  

 その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

純資産合計 
 

平 成 2 0 年 ３ 月 3 1 日  残 高 191,208 1,702 192,911 9,860,056

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当  △ 482,174

当 期 純 利 益  2,276,600

自 己 株 式 の 取 得  △1,003,903

自 己 株 式 の 処 分  640,000

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

△ 102,858 △  4,258 △ 107,117 △ 107,117

連結会計年度中の変動額合計 △ 102,858 △  4,258 △ 107,117 1,323,404

平 成 2 1 年 ３ 月 3 1 日  残 高 88,349 △  2,555 85,793 11,183,460

 



 

－  － 
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連 結 注 記 表 

 

（継続企業の前提） 

該当事項はありません。 

 

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲等に関する事項 

(1）連結子会社の数 ５社 

連結子会社はオーエム金属工業㈱、オーエム技研㈱、オーエムエンジニアリング㈱、オムテック㈱、

Ｏ－Ｍ（Ｕ.Ｓ.Ａ.),ＩＮＣ.であります。 

(2）主要な非連結子会社 

該当ありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社数 

該当ありません。 

(2) 持分法を適用しない関連会社の名称 

アルテックエンジニアリング㈱ 

アルテックエンジニアリング㈱は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

３．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し売却原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

主として個別法による原価法 

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっております。 

（追加情報） 

当社及び国内連結子会社の機械装置については、法人税法の改正を契機として見直しを行い、従来、

耐用年数を10～13年としておりましたが、当連結会計年度より９～12年に変更しました。これによ

り、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ19,155千円減少

しております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に負担すべき額を計上して

おります。 

③製品保証引当金 

製品販売後に発生する製品保証費用の支出に備えるため、売上高を基準として過去の実績率を基礎

として算定した額を計上しております。 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法に

より費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から処理することとし

ております。 
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⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、会社内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。 

(4) ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たして

いる場合には、振当処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務 

③ヘッジ方針 

外貨建取引に関して為替予約等を定めた「為替予約規定」に基づき、為替相場変動リスクをヘッジ

しています。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続

して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することが出来るため、

ヘッジ有効性の判定は省略しております。 

(5) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。 

(6) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっております。 

５．のれんの償却に関する事項 

該当する事項はありません。 

６．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、Ｏ－Ｍ(Ｕ.Ｓ.Ａ.),ＩＮＣ.を除き連結決算日と一致しております。当該

連結子会社の決算日と連結決算日との差は３ヵ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係

る計算書類を基礎として連結を行っております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。 
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（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更） 

（たな卸資産） 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりま

したが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日）が適用されたことに伴い、主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。これにより、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響はありません。 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平

成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。 

 

（連結貸借対照表） 

１．担保に供している資産 

 建物及び構築物 375,204千円  

 機械装置及び運搬具 1,077千円  

 土 地 175,864千円  

 投資有価証券 31,416千円  

 計 583,562千円  

担保に係る債務 

 短 期 借 入 金 1,485,000千円  

 計 1,485,000千円  

２．有形固定資産の減価償却累計額 4,792,271千円 

３．金額は千円未満の端数を切捨て表示しております。 
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（連結損益計算書） 

１．固定資産減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

場 所 用 途 種 類 そ の 他 

オーエム金属工業㈱ 
（島根県松江市） 

鋳造品の製造設備 機械装置 ＡＶＳシステム 
キュポラ 

当社グループは、主として事業の種類別セグメントを基礎として資産のグルーピングを行い、遊休

資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。当連結会計年度において、オーエ

ム金属工業㈱（鋳造品の製造販売事業）が、設備の老朽化による更新と二酸化炭素排出量削減の環

境改善に取り組むため、電気炉設備の導入を決定し、当連結会計年度末において当該工事を実施中

であります。これに伴い、キュポラとＡＶＳシステムの設備は順次休止、廃棄をする決定をしてお

りますので、該当する固定資産の帳簿価額の全額を回収不可能と判断し減損損失（12,751千円）と

して特別損失に計上しました。 

２．特別損失の主な内容と金額は、次のとおりであります。 

(1) 固定資産除却損 

 建物及び構築物 1,428千円  

 機械装置及び運搬具 18,572千円  

 そ の 他 376千円  

 固定資産除却費用 34,560千円  

 合計 54,938千円  

(2) 事業構造改善費用 

オーエム金属工業㈱における、特別退職金等の事業合理化に伴う費用を計上しております。 

３．金額は千円未満の端数を切捨て表示しております。 
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（連結株主資本等変動計算書） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

発 行 済 株 式     

普 通 株 式 33,200千株 － － 33,200千株 

自 己 株 式     

普 通 株 式 1,055千株 2,384千株 2,000千株 1,439千株 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,384千株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加2,377千株及

び単元未満株式の買取による増加７千株であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少2,000千株は、取締役会決議に基づく第三者割当による自己株式の処分によ

る減少2,000千株であります。 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

（ 決 議 ） 株式の種類 配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基 準 日 効力発生日 

平成20年６月27日 
定 時 株 主 総 会 

普 通 株 式 482,174 15 平成20年３月31日 平成20年６月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（決議予定） 株 式 の
種 類

配当金の総額
（千円） 

配当の原資 １株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日 

平成21年６月26日 
定 時 株 主 総 会 普通株式 476,412 利益剰余金 15 平成21年３月31日 平成21年６月29日

３．金額は千円未満の端数を切捨て表示しております。 

 

（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 352円12銭 

２．１株当たり当期純利益 72円62銭 
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貸  借  対  照  表 

（平成21年３月31日現在） 

（単位：千円）
 科 目 金 額 科 目 金 額 

（資 産 の 部） (17,029,199) （負 債 の 部） (7,142,423) 
流 動 負 債 6,906,196 

支 払 手 形 672,671 
買 掛 金 1,795,157 
短 期 借 入 金 2,105,247 
リ ー ス 債 務 13,700 
未 払 金 169,461 
未 払 費 用 220,166 
未 払 法 人 税 等 695,637 
未 払 消 費 税 等 127,499 
前 受 金 526,186 
預 り 金 93,799 
賞 与 引 当 金 295,000 
製 品 保 証 引 当 金 76,000 
設 備 支 払 手 形 115,667 

固 定 負 債 236,227 
リ ー ス 債 務 42,402 
退 職 給 付 引 当 金 86,380 
役員退職慰労引当金 69,550 
長 期 未 払 金 37,894 

負 債 合 計 7,142,423 
（純 資 産 の 部） (9,886,776) 

株 主 資 本 9,799,882 
資 本 金 1,660,000 
資 本 剰 余 金 301,416 

資 本 準 備 金 301,416 
利 益 剰 余 金 8,312,933 

利 益 準 備 金 394,859 
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,918,073 
別 途 積 立 金 5,500,000 
繰 越 利 益 剰 余 金 2,418,073 

自 己 株 式 △ 474,467 
評価・換算差額等 86,893 

その他有価証券評価差額金 86,893 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
商 品 及 び 製 品 
仕 掛 品 
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 
繰 延 税 金 資 産 
未 収 入 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
有形固定資産 

建 物 
構 築 物 
機 械 装 置 
車 輌 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
リ ー ス 資 産 
建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 
ソ フ ト ウ エ ア 
電 話 加 入 権 

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
繰 延 税 金 資 産 
長 期 貸 付 金 
長 期 前 払 費 用 
長 期 預 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

13,111,210 
6,584,966 
1,003,159 
3,366,492 
276,771 

1,456,834 
24,073 
281,716 
110,320 
16,874 

△  10,000 
3,917,988 
2,700,123 
1,329,010 

99,362 
490,961 
11,833 
66,944 
496,900 
53,431 
151,680 
33,373 
28,193 
5,179 

1,184,491 
431,980 
244,320 
53,055 
22,000 
34,009 
300,000 
101,725 

△  2,600 純 資 産 合 計 9,886,776 
資 産 合 計 17,029,199 負 債 ・ 純 資 産 合 計 17,029,199 
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損  益  計  算  書 

平成20年４月１日から 
平成21年３月31日まで 

（単位：千円）
 科 目 金 額 

売 上 高 14,667,347 

売 上 原 価 9,159,651 

売 上 総 利 益 5,507,696 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,834,848 

営 業 利 益 3,672,847 

営 業 外 収 益 262,005 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 244,538 

そ の 他 17,467 

営 業 外 費 用 64,384 

支 払 利 息 41,987 

長 期 前 払 費 用 償 却 8,667 

そ の 他 13,730 

経 常 利 益 3,870,468 

特 別 利 益 8,998 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 8,998 

特 別 損 失 44,932 

固 定 資 産 除 却 損 41,432 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,999 

そ の 他 500 

税 引 前 当 期 純 利 益 3,834,535 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,465,000 

法 人 税 等 調 整 額 2,932 

当 期 純 利 益 2,366,602 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

平成20年４月１日から 
平成21年３月31日まで 

（単位：千円）
 株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金  
資本金 

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合   計

利益準備金
別途積立金 

繰越利益 
剰 余 金 

利益剰余金
合   計

自己株式
株主資本
合  計

平成20年３月31日残高 1,660,000 301,416 1,516 302,933 394,859 3,800,000 2,251,449 6,446,309 △ 129,883 8,279,358

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △ 482,174 △ 482,174 △ 482,174

別途積立金の積立  1,700,000 △1,700,000 － －

当 期 純 利 益   2,366,602 2,366,602 2,366,602

自己株式の取得    △1,003,903 △1,003,903

自己株式の処分  △  1,516 △  1,516  △  17,803 △  17,803 659,320 640,000

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 

   －

事業年度中の変動額合計 － － △  1,516 △  1,516 － 1,700,000 166,624 1,866,624 △ 344,583 1,520,524

平成21年３月31日残高 1,660,000 301,416 － 301,416 394,859 5,500,000 2,418,073 8,312,933 △ 474,467 9,799,882

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等  

 その他有価証
券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

純資産合計 
 

平成20年３月31日残高 188,028 188,028 8,467,386  

事業年度中の変動額  

剰余金の配当 △ 482,174  

別途積立金の積立 －  

当 期 純 利 益 2,366,602  

自己株式の取得 △1,003,903  

自己株式の処分 640,000  

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 

△ 101,134 △ 101,134 △ 101,134  

事業年度中の変動額合計 △ 101,134 △ 101,134 1,419,389  

平成21年３月31日残高 86,893 86,893 9,886,776  



 

－  － 
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個 別 注 記 表 

 

（継続企業の前提） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの   期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。） 

時価のないもの   移動平均法による原価法によっております。 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品及び仕掛品は個別法による原価法、原材料及び貯蔵品は移動平均法による原価法によっており

ます。 

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定しております。） 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法によっ

ております。 

（追加情報） 

当社の機械装置については、法人税法の改正を契機として見直しを行い、従来、耐用年数を10～

13年としておりましたが、当事業年度より９～12年に変更しました。これにより、当事業年度の

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ11,538千円減少しております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。 



 

－  － 
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(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき、当事業年度に負担すべき額を計上し

ております。 

(3) 製品保証引当金 

製品販売後に発生する製品保証費用の支出に備えるため、売上高を基準として過去の実績率を基

礎として算定した額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法

により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定

額法により、それぞれ発生の翌事業年度から処理することとしております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく当事業年度末要支給額を計上し

ております。 

５．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たして

いる場合には振当処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務 



 

－  － 
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(3) ヘッジ方針 

外貨建取引に関して為替予約等を定めた「為替予約規定」に基づき、為替相場変動リスクをヘッ

ジしています。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継

続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することが出来るため、

ヘッジ有効性の判定は省略しております。 

６．消費税等の会計処理の方法は、税抜方式を採用しております。 

７．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 

（重要な会計方針の変更） 

（たな卸資産） 

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、製品及び仕掛品は個別法による原価法、原材

料及び貯蔵品は移動平均法による原価法によっておりましたが、当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、製品及び仕掛品

は個別法による原価法、原材料及び貯蔵品は移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。これにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響はありません。 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委

員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。 

 



 

－  － 
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（貸借対照表） 

１．担保に供している資産 

 建物・構築物 375,204千円  

 機 械 装 置 1,077千円  

 土 地 175,864千円  

 投資有価証券 31,416千円  

 計 583,562千円  

担保に係る債務 

 短 期 借 入 金 1,485,000千円  

 計 1,485,000千円  

２．有形固定資産の減価償却累計額 3,388,169千円 

３．関係会社に対する金銭債権債務 

 短期金銭債権 136,673千円  

 長期金銭債権 22,000千円  

 短期金銭債務 694,053千円  

４．金額は千円未満の端数を切捨て表示しております。 

 

（損益計算書） 

１．関係会社との取引高 

 売 上 高 263,349千円  

 仕 入 高 2,096,495千円  

 販売費及び一般管理費 25,589千円  

 営業取引以外の取引高 16,786千円  

２．金額は千円未満の端数を切捨て表示しております。 

 

（株主資本等変動計算書） 

１．当事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 1,439千株 

２．金額は千円未満の端数を切捨て表示しております。 

 



 

－  － 
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（税効果会計） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

 繰延税金資産（流動）   

 賞与引当金 119,770千円  

 未払事業税 62,161千円  

 仕掛品評価損 47,270千円  

 製品保証引当金 30,856千円  

 その他 21,658千円  

 繰延税金資産（流動）の純額 281,716千円  

    

 繰延税金資産（固定）   

 退職給付引当金 65,840千円  

 役員退職慰労引当金 28,237千円  

 投資有価証券評価損 5,421千円  

 その他 12,947千円  

 小計 112,447千円  

    

 繰延税金負債（固定）   

 その他有価証券評価差額金 △59,391千円  

 小計 △59,391千円  

    

 繰延税金負債（固定）の純額 53,055千円  

 



 

－  － 
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（リースにより使用する固定資産（貸借対照表に計上したものを除く）） 

［リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引］ 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

工 具 器 具 備 品 145,243千円 88,023千円 －千円 57,220千円 

合 計 145,243千円 88,023千円 －千円 57,220千円 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 23,480千円  

 １ 年 超 33,739千円  

 合 計 57,220千円  

３．リース資産減損勘定の残高 －千円 

４．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

 支 払 リ ー ス 料 32,817千円  

 リース資産減損勘定の取崩額 －千円  

 減 価 償 却 費 相 当 額 32,817千円  

 支 払 利 息 相 当 額 －千円  

 減 損 損 失 －千円  

５．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

６．利息相当額の算定方法 

リース物件の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 



 

－  － 
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（関連当事者との取引） 

属性 会 社 等 の 名 称 議 決 権 等 の 所 有 割 合 関連当事者が所有する当社
の 議 決 権 の 割 合 

子会社 オーエム金属工業㈱ 100.0％ － 

子会社 オーエム技研㈱ 100.0％ － 

子会社 オーエムエンジニアリング㈱ 100.0％ － 

 

属性 会 社 等 の 名 称 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 オーエム金属工業㈱ 借入（注１） 2,629千円 短期借入金 2,629千円

子会社 オーエム技研㈱ 借入（注１） 98,402千円 短期借入金 98,402千円

借入（注１） 199,999千円 短期借入金 199,999千円

子会社 オーエムエンジニアリング㈱ 
技術指導(注２)
(営業外収益)

6,113千円 － － 

（注１）子会社からの資金の借入金利については、市場金利を勘案して決定しております。 

なお、担保の差し入れは行っておりません。 

（注２）技術指導料は、子会社に提供する業務内容等を勘案し、対象会社と合意された一定の算式に基づき算定してお

ります。 

 

（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 311円29銭 

２．１株当たり当期純利益 75円49銭 

 

 



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査報告 

 独立監査人の監査報告書  

 平成21年５月21日 

 株式会社オーエム製作所  

 取締役会 御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 原 準 平 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 増 田 明 彦 
  

 

  

 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社オーエム製作所の平成20年４月

１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検

討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社オーエム製作所及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に

係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上 
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計算書類に係る会計監査報告 

 

 独立監査人の監査報告書  

 平成21年５月21日 

 株式会社オーエム製作所  

 取締役会 御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 原 準 平 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 増 田 明 彦 
  

 

  

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オーエム製作所の平成20

年４月１日から平成21年３月31日までの第86期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この

計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算

書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類

及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

以 上 

 

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告 

 監 査 報 告 書  

  当監査役会は、平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第86期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下

のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会

その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議

に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社

については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会

社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附

属明細書について検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10

月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 



 

－  － 
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 ２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する取締役の職務執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

 平成21年５月26日  

 株 式 会 社 オ ー エ ム 製 作 所  監 査 役 会  

 

常勤監査役 品 田 邦 夫 

社外監査役 菅 野  肇 

社外監査役 吉 本 隆太郎 
  

 

以 上 



 

－  － 
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株主総会参考書類 

 

議案および参考事項 

第１号議案 剰余金の処分の件 

 剰余金の処分につきましては、「添付書類」の12頁に記載しております「剰余金の配当等の決定に関す

る方針」に基づいて、以下のとおりといたしたいと存じます。 

１．期末配当に関する事項 

 当期の期末配当につきましては、前期に引き続き、１株につき15円とさせていただきたいと存じま

す。 

(1) 配当財産の種類 

 金銭といたします。 

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

 当社普通株式１株につき金15円といたしたいと存じます。 

 なお、この場合の配当総額は、476,412,105円となります。 

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

 平成21年６月29日といたしたいと存じます。 

２．剰余金の処分に関する事項 

(1) 減少する剰余金の項目およびその額 

繰越利益剰余金    1,900百万円 

(2) 増加する剰余金の項目およびその額 

別途積立金      1,900百万円 

 

第２号議案 定款一部変更の件 

１．変更の理由 

 「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法

律」（平成16年法律第88号）の施行に伴い、当社定款のうち、株券、実質株主および実質株主名簿に

関する文言を削除し、併せてその他の文言の修正および追加等所要の変更を行うものであります。 

 



 

－  － 
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２．変更の内容 

 変更の内容は次のとおりであります。 
 （下線は変更部分を示します）
 現 行 定 款 変 更 案 

第２章 株  式 第２章 株  式 

第８条（株券の発行） （削除） 

 当会社は、株式に係る株券を発行する。  

第９条（単元株式数および単元未満株券の不発行） 第８条（単元株式数） 

 当会社の単元株式数は、1,000株とする。  当会社の単元株式数は、1,000株とする。 

２ 当会社は、前条の規定にかかわらず、単元未満株式に係る株

券を発行しない。ただし、株式取扱規則に定めるところについ

てはこの限りでない。 

（削除） 

第10条（単元未満株式の買増し） 第９条（単元未満株式の買増し） 

 当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、株式取扱

規則に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併

せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求すること

ができる。 

 当会社の株主は、株式取扱規則に定めるところにより、その

有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を

売り渡すことを請求することができる。 

第11条（株主名簿管理人） 第10条（株主名簿管理人） 

 当会社は、株主名簿管理人を置く。  当会社は、株主名簿管理人を置く。 

２ 株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役会の決議

によって定め、これを公告する。 

２ 株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役会の決議

によって定め、これを公告する。 

３ 当会社の株主名簿（実質株主名簿を含む。以下同じ。）、新

株予約権原簿および株券喪失登録簿の作成ならびに備置きその

他の株主名簿、新株予約権原簿および株券喪失登録簿に関する

事務は、これを株主名簿管理人に委託し、当会社においては取

り扱わない。 

３ 当会社の株主名簿および新株予約権原簿の作成ならびに備置

きその他の株主名簿および新株予約権原簿に関する事務は、こ

れを株主名簿管理人に委託し、当会社においては取り扱わな

い。 

 （以下、条数を繰り上げる） 

（新設） 附 則 

 第１条 当会社の株券喪失登録簿の作成および備置きその他の株

券喪失登録簿に関する事務は、これを株主名簿管理人に委託

し、当会社においては取り扱わない。 

 第２条 前条および本条は、平成22年１月６日をもってこれを削

除する。 

 



 

－  － 
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第３号議案 取締役３名選任の件 

 取締役林 三樹雄、山村英司の両氏は、本総会の終結の時をもって任期満了となり、取締役山本哲男氏

は本総会の終結の時をもって辞任されますので、取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 取締役候補者は次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏 名 
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当および他の法人等の代表状況 所有する当社

の 株 式 の 数

１ 
林   三 樹 雄 

（昭和15年８月23日生）

昭和39年４月 大和紡績株式会社入社 

平成４年６月 同 取締役 

平成６年４月 同 常務取締役 

平成15年６月 当社専務取締役 

平成17年６月 同 取締役社長 

現在に至る 

24,000株

２ 
山 村 英 司 

（昭和22年１月16日生）

昭和44年４月 当社入社 

平成10年10月 オーエム技研株式会社 取締役社長 

平成19年４月 当社副事業本部長 

平成19年６月 同 取締役副事業本部長 

平成19年12月 同 常務取締役事業本部長 

平成21年４月 同 常務取締役事業本部長兼経営企画管

理部担当 

現在に至る 

13,000株

３ 
笹 倉  誠 

（昭和28年３月24日生）

昭和60年４月 当社入社 

平成17年10月 同 自動機事業部販売部長 

平成20年７月 同 自動機事業部長 

現在に至る 

0株

（注）各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 



 

－  － 
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件 

 監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお願いいたした

いと存じます。 

 なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 

 補欠監査役候補者は次のとおりであります。 

氏 名 
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 お よ び 他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 所有する当社

の 株 式 の 数

足 立  裕 

(昭和22年４月８日生) 

昭和45年４月 大和紡績株式会社入社 

平成４年４月 同 大阪衣料部長 

平成14年４月 同 第一事業本部本部長補佐 

平成17年６月 同 監査役（現任） 

平成19年６月 当社補欠監査役 

現在に至る 

0株

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

２．足立 裕氏は補欠の社外監査役候補者であります。 

３．足立 裕氏を補欠の社外監査役候補者とする理由は、大和紡績株式会社の監査役としての経験・経歴を生か

して、客観的かつ公正に監査していただくためであります。 

 

第５号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件 

 本総会の終結の時をもって辞任により退任されます取締役山本哲男氏に対し、在任中の労に報いるため、

当社における一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的金額、贈呈

の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。 

 退任取締役の略歴は次のとおりであります。 

氏 名 略 歴 

山 本 哲 男 

平成６年６月 当社取締役 

平成12年３月 同 常務取締役 

平成17年６月 同 専務取締役 

平成20年６月 同 取締役 

現在に至る 

以 上 
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株主総会会場ご案内略図 
 

会場 大阪市淀川区西中島五丁目５番15号 

新大阪ワシントンホテルプラザ ２階 紅梅の間 

電 話（06）6303－8111 

 

最寄駅のご案内 

●ＪＲ線     新大阪駅  正面口より徒歩約３分 

●地下鉄御堂筋線 新大阪駅  ⑦番出口より徒歩約３分 




